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用地調査等共通仕様書（新旧対照表）

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 前 改 正 後

用地調査等共通仕様書 用地調査等共通仕様書

第１章 総則 第１章 総則

第１条～第38条 （略） 第１条～第９条 （略）

（照査技術者及び照査の実施） （照査技術者及び照査の実施）

第10条 （略） 第10条 （略）

２～４（略） ２～４ （略）

５ 照査技術者は、全ての照査が完了した段階で、検証・照査済一覧表（様式第24号）に取りまとめ、照査技術者の責任 ５ 照査技術者は、全ての照査が完了した段階で、検証・照査済一覧表（様式第23号）に取りまとめ、照査技術者の責任

において記名の上、主任担当者に提出するものとする。 において記名の上、主任担当者に提出するものとする。

６・７（略） ６・７ （略）

第11条～第15条 （略） 第11条～第15条 （略）

（成果物の検証） （成果物の検証）

第16条 受注者は、用地調査等業務が全て完了したときは、各成果物について十分な検証を行った上で検証の結果を検証 第16条 受注者は、用地調査等業務が全て完了したときは、各成果物について十分な検証を行った上で検証の結果を検証

・照査済一覧表（様式第24号）により提出しなければならない。この場合において、次条に定める成果物のうち地図の ・照査済一覧表（様式第23号）により提出しなければならない。この場合において、次条に定める成果物のうち地図の

転写図及び用地実測図（用地実測図データを紙面に出力したもの）については各葉ごとに、その他については、表紙の 転写図及び用地実測図（用地実測図データを紙面に出力したもの）については各葉ごとに、その他については、表紙の

裏面に検証を行った者の資格及び氏名を記載するものとする。 裏面に検証を行った者の資格及び氏名を記載するものとする。

２ （略） ２ （略）

第２章 用地調査等業務の基本的処理 第２章 用地調査等業務の基本的処理

第１節 用地調査等業務の実施手続 第１節 用地調査等業務の実施手続

第39条～第41条 （略） 第39条～第41条 （略）

（土地への立入り等） （土地への立入り等）

第42条 （略） 第42条 （略）

２（略） ２ （略）

３ 受注者は、調査職員からの指示により障害物の伐除等を行ったときは、障害物伐除等報告書（様式第27号）を調査職 ３ 受注者は、調査職員からの指示により障害物の伐除等を行ったときは、障害物伐除等報告書（様式第26号）を調査職

員に提出するものとする。 員に提出するものとする。

４・５（略） ４・５ （略）

第43条 （略） 第43条 （略）

第２節 数量等の処理 第２節 数量等の処理

第44条～第49条 （略） 第44条～第49条 （略）

第３章 権利調査 第３章 権利調査

第１節 調査 第１節 調査
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改 正 前 改 正 後

第50条～第56条 （略） 第50条～第56条 （略）

第２節 調査書等の作成 第２節 調査書等の作成

第57条・第58条 （略） 第57条・第58条 （略）

第４章 用地測量 第４章 用地測量

第１節 境界確認 第１節 境界確認

第59条～第64条 （略） 第59条～第64条 （略）

第２節 境界測量 第２節 境界測量

第65条～第67条 （略） 第65条～第67条 （略）

第３節 面積計算の範囲 第３節 面積計算の範囲

第68条・第69条 （略） 第68条・第69条 （略）

第４節 用地実測図等の作成 第４節 用地実測図等の作成

（用地実測図等の作成） （用地実測図等の作成）

第70条 （略） 第70条 （略）

（１） （略） （１） （略）

①土地の測量に従事した者の記名押印 ①土地の測量に従事した者の氏名

②・③ （略） ②・③ （略）

２ （略） ２ （略）

第71条～第73条 （略） 第71条～第73条 （略）

第５章 登記資料収集整理等 第５章 登記資料収集整理等

第74条～第77条 （略） 第74条～第77条 （略）

第６章 建物等の調査 第６章 建物等の調査

第１節 調査 第１節 調査

第78条～第84条 （略） 第78条～第84条 （略）

（生産設備） （生産設備）

第85条 （略） 第85条 （略）

（１）生産設備の配置状況。調査に当たり必要があると認められるときは、平板測量等を行う。 （１）生産設備の配置状況。調査に当たり必要があると認められるときは、現況測量等を行う。

（２）～（８）（略） （２）～（８）（略）

第86条 （略） 第86条 （略）
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改 正 前 改 正 後

（庭園） （庭園）

第87条 （略） 第87条 （略）

（１）庭園に設置されている庭石、灯籠、築山、池等の配置の状況及び植栽されている立竹木の配置の状況。配置の調 （１）庭園に設置されている庭石、灯籠、築山、池等の配置の状況及び植栽されている立竹木の配置の状況。配置の調

査は、平板測量により行う。ただし、規模が小さく平板測量以外で行うことが可能なものにあっては、他の方法に 査は、現況測量等により行うものとする。

より行うことができる。

（２）～（５）（略） （２）～（５） （略）

第88条～第90条 （略） 第88条～第90条 （略）

第２節 調査書等の作成 第２節 調査書等の作成

第91条～第102条 （略） 第91条～第102条 （略）

第３節 算定 第３節 算定

第103条～第115条 （略） 第103条～第115条 （略）

第７章 営業その他の調査 第７章 営業その他の調査

第１節 調査 第１節 調査

第116条 （略） 第116条 （略）

（営業に関する調査） （営業に関する調査）

第117条 法人が営業主体である場合の営業に関する調査は、補償額の算定に必要となる次の各号に掲げる事項によるほ 第117条 営業に関する調査は、中央用地対策連絡協議会が定める営業補償調査算定要領（案）（以下「営業要領」という。）

か、「別記11」営業調査算定要領により行うものとする。 により行うものとする。この場合において、営業要領第１条中「基準細則」とあるのは「運用方針」と読み替えるも

のとする。

（１）営業主体に関するもの （削る）

① 法人の名称、所在地、代表者の氏名及び設立年月日

② 移転等の対象となる事業所等の名称、所在地、責任者の氏名及び開設年月日

③ 資本金の額

④ 法人の組織（支店等及び子会社）

⑤ 移転等の対象となる事業所等の従業員数及び平均賃金

⑥ 移転等の対象となる事業所等の敷地及び建物の所有関係

（２）業務内容に関するもの （削る）

① 業種

② 移転等の対象となる事業所等の製造、加工又は販売等の主な品目

③ 原材料、製品又は商品の主な仕入先及び販売先（得意先）

④ 品目等別の売上構成

⑤ 必要に応じ、確定申告書とともに税務署に提出した事業概況説明書写を収集する。

（３）収益及び経費に関するもの （削る）

営業調査表（様式第 15 号の１から第 15 号の４）の各項目を記載するために必要とする次の書面又は簿冊の写
を収集する。

① 直近３か年の事業年度の確定申告書（控）（写）であって、税務署受付印のあるもの。

② 直近３か年の事業年度の損益計算書（写）及び貸借対照表（写）

③ 直近１年の事業年度の総勘定元帳（写）及び固定資産台帳（写）。特に必要と認める場合は直近３か年。

④ 直近１年の事業年度の次の帳簿（写）。特に必要と認める場合は直近３か年。

ア 正規の簿記の場合 売上帳、仕入帳、仕訳帳、得意先元帳、現金出納帳及び預金出納帳
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改 正 前 改 正 後

イ 簡易簿記の場合 現金出納帳、売掛帳、買掛帳及び経費帳

（４）その他補償額の算定に必要となるもの （削る）

２ 個人が営業主体である場合の営業に関する調査は、前項に準じて行うものとする。 （削る）

３ 仮営業所に関する調査を指示されたときは、次の各号による調査を行うものとし、調査の結果、仮営業所として適当 （削る）

なものが存しないと認めるときは、その旨を監督職員に報告するものとする。

（１）仮営業所設置場所の存在状況並びに賃料及び一時金の水準

（２）仮営業所用建物の存在状況並びに賃料及び一時金の水準

（３）仮設組立建物等の資材のリースに関する資料

第118条・第119条 （略） 第118条・第119条 （略）

第２節 調査書の作成 第２節 調査書の作成

（調査書の作成） （調査書の作成）

第120条 営業に関する調査書は、第117条の調査結果を基に営業調査表（様式第15号の１から第15号の４）に所定の事項 第120条 営業に関する調査書は、第117条の調査結果を基に営業要領により作成するものとする。

を記載することにより作成するものとする。

２ 居住者等に関する調査書は、第118条の調査結果を基に居住者調査表（様式第16号の１、第16号の２）に所定の事項 ２ 居住者等に関する調査書は、第118条の調査結果を基に居住者調査表（様式第15号の１及び第15号の２）に所定の事

を記載することにより作成するものとする。 項を記載することにより作成するものとする。

３ （略） ３ （略）

第３節 算定 第３節 算定

（補償額の算定） （補償額の算定）

第121条 営業に関する補償額の算定は、監督職員から営業補償の方法につき指示を受けるほか、建物及び工作物の移転 第121条 営業に関する補償額の算定は、前条第１項で作成した資料を基に営業要領により行うものとする。この場合に

料の算定業務が当該請負契約の対象とされていないときは、これらの移転工法の教示を得た上で、行うものとする。 おいて、建物及び工作物の移転料の算定業務が当該請負契約の対象とされていないときは、これらの移転工法の教示

を得た上で、行うものとする。

２ 前項の場合において、仮営業所設置費用を算定するときは、仮営業所の設置方法について監督職員の指示を受けるも ２ （削る）

のとする。

３ 動産移転料の算定は、前条第３項で作成した資料を基に動産要領により行うものとする。この場合において、美術品 ２ 動産移転料の算定は、前条第３項で作成した資料を基に動産要領により行うものとする。この場合において、美術品

等の特殊な動産で、専門業者でなければ移転料の算定が困難と認められるものについては、専門業者の見積を徴する 等の特殊な動産で、専門業者でなければ移転料の算定が困難と認められるものについては、専門業者の見積を徴する

ものとする。 ものとする。

４ （略） ３ （略）

第122条（略） 第122条 （略）

第８章 消費税等調査 第８章 消費税等調査

第123条・第124条（略） 第123条・第124条（略）

（補償の要否の判定等） （補償の要否の判定等）

第125条 （略） 第125条 （略）

２ 調査書は、消費税等相当額補償の要否判定フロー（「土地改良事業用地の取得等に伴う損失の補償等に関する消費税 ２ 調査書は、消費税等相当額補償の要否判定フロー（「土地改良事業用地の取得等に伴う損失の補償等に関する消費税

及び地方消費税の取扱いについて」（令和元年10月10日付け元農振第1862号農林水産省農村振興局長通知）別添－５、 及び地方消費税の取扱いについて」（令和元年10月10日付け元農振第1862号農林水産省農村振興局長通知）別添－５、

６参考）により、補償の要否を判定（課税売上割合の算定を含む。）するものとし、消費税等調査表（様式第17号）を ６参考）により、補償の要否を判定（課税売上割合の算定を含む。）するものとし、消費税等調査表（様式第16号）を

用いて、作成するものとする。この場合において、消費税等調査表によることが不適当又は困難と認めたときは、当 用いて、作成するものとする。この場合において、消費税等調査表によることが不適当又は困難と認めたときは、当

該調査表に代えて判定理由等を記載した調査表を作成するものとする。 該調査表に代えて判定理由等を記載した調査表を作成するものとする。
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改 正 前 改 正 後

第９章 予備調査 第９章 予備調査

第１節 調査 第１節 調査

第126条～130条（略） 第126条～130条（略）

第２節 調査書等の作成 第２節 調査書等の作成

（企業概要書） （企業概要書）

第131条 企業内容等の調査書は、第123条の調査結果を基に企業概要書（様式第18号の１）を用いて、作成するものとす 第131条 企業内容等の調査書は、第123条の調査結果を基に企業概要書（様式第17号の１）を用いて、作成するものと

る。 る。

第132条・133条（略） 第132条・133条（略）

（移転計画案の作成） （移転計画案の作成）

第134条（略） 第134条（略）

（１）～（５）（略） （１）～（５）（略）

（６）移転工法（計画）案検討概要書（様式第18号の２） （６）移転工法（計画）案検討概要書（様式第17号の２）

（７）移転工法（計画）各案の比較表（様式第18号の３） （７）移転工法（計画）各案の比較表（様式第17号の３）

２（略） ２（略）

第３節 算定 第３節 算定

第135条（略） 第135条（略）

第10章 予備調査 第10章 予備調査

第１節 調査 第１節 調査

第136条～第138条（略） 第136条～第138条（略）

第２節 調査書等の作成 第２節 調査書等の作成

（企業概要書） （企業概要書）

第139条 企業内容等の調査書は、第133条の調査結果を基に企業概要書（様式第18号の１）を用いて、作成するものとす 第139条 企業内容等の調査書は、第133条の調査結果を基に企業概要書（様式第17号の１）を用いて、作成するものと

る。 る。

第139条の２（略） 第139条の２（略）

（移転工法案の作成） （移転工法案の作成）

第140条（略） 第140条（略）

（１）～（５）（略） （１）～（５）（略）

（６）移転工法（計画）案検討概要書（様式第18号の２） （６）移転工法（計画）案検討概要書（様式第17号の２）

（７）移転工法（計画）各案の比較表（様式第18号の３） （７）移転工法（計画）各案の比較表（様式第17号の３）

２ （略） ２ （略）

第141条（略） 第141条（略） 第141条（略） 第141条（略）
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改 正 前 改 正 後

第11章 再算定業務 第11章 再算定業務

第142条・143条（略） 第142条・143条（略）

第12章 土地評価 第12章 土地評価

第144条～149条（略） 第144条～149条（略）

第13章 補償説明 第13章 補償説明

第150条～第153条（略） 第150条～第153条（略）

（記録簿の作成） （記録簿の作成）

第154条 受注者は、権利者と面接し説明を行ったとき等は、その都度、説明の内容及び権利者の主張又は質疑の内容等 154条 受注者は、権利者と面接し説明を行ったとき等は、その都度、説明の内容及び権利者の主張又は質疑の内容等

を補償説明記録簿（様式第19号）に記載するものとする。 を補償説明記録簿（様式第18号）に記載するものとする。

第155条（略） 第155条（略）

第14章 地盤変動影響調査等 第14章 地盤変動影響調査等

第１節 調査 第１節 調査

第156条～第158条（略） 第156条～第158条（略）

第２節 算定 第２節 算定

第159条（略） 第159条（略）

第15章 費用負担の説明 第15章 費用負担の説明

第160条～第163条（略） 第160条～第163条（略）

（記録簿の作成） （記録簿の作成）

第164条 受注者は、権利者と面接し説明を行ったとき等は、その都度、説明の内容及び権利者の主張又は質疑の内容等 第164条 受注者は、権利者と面接し説明を行ったとき等は、その都度、説明の内容及び権利者の主張又は質疑の内容等

を補償説明記録簿（様式第19号）に記載するものとする。 を補償説明記録簿（様式第18号）に記載するものとする。

第165条（略） 第165条（略）

第16章 騒音等調査 第16章 騒音等調査

第166条（略） 第166条（略）

（調査の方法） （調査の方法）

第167条（略） 第167条（略）

（１）騒音測定結果一覧表（様式第20号） （１）騒音測定結果一覧表（様式第19号）

（２）振動測定結果一覧表（様式第21号） （２）振動測定結果一覧表（様式第20号）

（３）井戸調査表（様式第22号） （３）井戸調査表（様式第21号）
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改 正 前 改 正 後

第17章 事業認定申請図書等の作成 第17章 事業認定申請図書等の作成

第168条～第180条（略） 第168条～第180条（略）

第18章 物件調書の作成 第18章 物件調書の作成

（物件調書の作成） （物件調書の作成）

第181条 受注者は、第６章及び第７章に定める業務の成果物より物件調書（様式第23号）を作成するものとする。 第181条 受注者は、第６章及び第７章に定める業務の成果物より物件調書（様式第22号）を作成するものとする。

第19章 保安林解除等申請図書の作成 第19章 保安林解除等申請図書の作成

第182条～第185条（略） 第182条～第185条（略）

第20章 内水面漁業権等調査 第20章 内水面漁業権等調査

第186条・第187条（略） 第186条・第187条（略）

第21章 阻害要因の調査及び処理方針の作成 第21章 阻害要因の調査及び処理方針の作成

第188条～第193条（略） 第188条～第193条（略）

（阻害要因の調査分析及び取りまとめ） （阻害要因の調査分析及び取りまとめ）

第194条 第188条から第192条までの調査における阻害要因を分析の上、阻害要因等特定調査票（様式第25号の１、第25 第194条 第188条から第192条までの調査における阻害要因を分析の上、阻害要因等特定調査票（様式第24号の１、第24

号の２）に取りまとめ、施設別及び次に掲げる類型別に整理するものとする。 号の２）に取りまとめ、施設別及び次に掲げる類型別に整理するものとする。

（１）～（８）（略） （１）～（８）（略）

２（略） ２（略）

第195条（略） 第195条（略）

（用地補償処理計画（案）の作成） （用地補償処理計画（案）の作成）

第196条（略） 第196条（略）

２ 用地補償処理計画（案）は、用地補償処理計画（案）記載例（様式第26号）を参考に作成するものとする。 ２ 用地補償処理計画（案）は、用地補償処理計画（案）記載例（様式第25号）を参考に作成するものとする。

第22章 写真台帳の作成 第22章 写真台帳の作成

（写真台帳の作成） （写真台帳の作成）

第197条（略） 第197条（略）

（１）～（６）（略） （１）～（６）（略）

２（略） ２（略）

３ 写真台帳の作成に当たっては、撮影年月日等の記載事項及び撮影対象物の位置その他必要と認められる事項を明記し、 ３ 写真台帳の作成に当たっては、撮影年月日等の記載事項及び撮影対象物の位置その他必要と認められる事項を明記

写真撮影に従事した者の記名をするものとする。 写真撮影に従事した者の氏名を記載するものとする。

４（略） ４（略）
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用地調査等共通仕様書「様式」

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 前 改 正 後

別記（Ⅰ）用地調査等業務共通仕様書「様式」 別記（Ⅰ）用地調査等業務共通仕様書「様式」

様式第１号～第１４号の４（略） 様式第１号～第１４号の４（略）
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改 正 前 改 正 後

様式第１５号の１ 営業調査総括表（１） （削る）

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。
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改 正 前 改 正 後

様式第１５号の２ 営業調査総括表（２） （削る）

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。
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改 正 前 改 正 後

様式第１５号の３ 従業員調査表 （削る）

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。
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改 正 前 改 正 後

様式第１５号の４ 仕入先調査表 （削る）

様式第１６号の１～様式第２７号（略） 様式第１５号の１～様式第２６号（略）


